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第１章 後期基本計画の性格と位置づけ

１ 後期基本計画の性格

後期基本計画（平成22～31年度）は、地方自治法第2条第4項の規定に基づく基本構想（平成12

～31年度）の後半の10年間、“後期”において実施する施策・事業の目標とその内容を定めています。

基本構想は改定しませんが、後期基本計画では特に、厳しい経済情勢を踏まえ、施策の重要度や事業の

費用対効果などを考慮し、施策・事業の選択と集中により、策定しました。

また、実施する事業の財源を明らかにする実施計画の基本となる計画であり、流山市のまちづくりの

実現に向けた道筋となる重要な計画です。

２ 後期基本計画の位置づけ

後期基本計画は、基本構想で示した将来都市像『豊かな自然や歴史・文化を活かし、市民が真の豊か

さを実感できるまち「みんなでつくろう価値ある流山」』の実現に向けた、基本構想の“施策の大綱”

などに基づき、後期における新たな施策・事業を体系的に整理したものです。

計画期間は平成22年度から平成31年度までの10年間とし、後期基本計画を実現するための実施

計画は、上期3か年（平成22～24年度）、中期3か年（平成25～27年度）、下期4か年（平成28

～31年度）の3期に分けて策定します。なお、それぞれの期間において、予測された社会経済情勢等

が大きく変化し、計画内容との間にかい離が生じたときは、計画を見直すものとします。

３ 議会の議決

基本計画は、地方自治法に基づく議決事項ではありませんが、平成21年 3月に制定された流山市自

治基本条例及び流山市議会基本条例の規定により、今回策定する「後期基本計画」から、議会の議決事

項となっています。

本計画は、平成 年 月 日、流山市議会の議決を経て策定したものです。

基本構想

平成12～31年度

後期基本計画
平成22

～31年度

実施計画

平成22～24年度

平成25～27年度

平成28～31年度

基本構想は、本市の市政運営の総合的な指針となるもので
す。市政運営の方針を明らかにし、市政に関わるそれぞれの
主体のまちづくりへの積極的な参加と行動を推進するもの
です。

基本計画は、基本構想に定める施策の大綱に基づき、その実
現を図るための施策の展開を体系別に整理し、その方向を示
したものです。
なお、前期基本計画（平成12～21年度）では、上期5か
年、下期5か年に分けて計画の推進を図りました。
後期基本計画では、分かりやすさと事務の簡素化を図るた
め、上期下期の区分を廃止しました。

実施計画は、基本計画に定められた基本的な施策を
行財政運営の中で具体的に実施する事務事業を体系
別に整理したものです。後期基本計画では、上期 3
か年、中期3か年、下期4か年の３期に分けて策定
します。
なお、前期基本計画では、3か年の実施計画を毎年
ローリングする方式で策定しました。

前期基本計画
平成12～21年度

実施計画

（３か年計画で、

毎年ローリング方式）

上期５か年 下期５か年
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≪流山市自治基本条例より≫

第６章 行政運営の原則

（総合計画）

第２２条 市長は、総合的かつ計画的な市政運営を行うため、流山市の最上位計画として基本構想、基

本計画及び実施計画を内容とする総合計画（ 以下「総合計画」という。） を策定します。

２ 市長は総合計画における基本構想のほか、その直近の下位計画である基本計画についても、議会の

議決を経なければなりません。

３ 市長は、社会経済情勢等が大きく変化し、総合計画の内容との間にかい離が生じたときは、これを

見直すものとします。

４ 市が行う政策は、総合計画に根拠を置かなければなりません。

≪流山市自治基本条例で位置づけられている目指すまちの姿≫

（目指すまちの姿）

第５条 市民等、市及び議会は協働※し、流山市民憲章の精神を尊重し、次に掲げるまちの実現に努め

るものとします。

（１）地域の生態系の保全と景観に配慮したまち

（２）緑を大切にし、地球温暖化対策に取り組むまち

（３）恒久平和を希求し、安心と安全を実感できるまち

（４）市民等が理解と尊敬をもって、互いに助け合えるまち

（５）学校、家庭、地域が連携し、教育環境が充実したまち

（６）生涯にわたって学ぶことができるまち

（７）歴史や伝統を尊重し、市民文化が創造されるまち

（８）子どもたちの人権が守られ、心豊かで健やかに成長できるまち

（９）健康で楽しく、いきいきと暮らすことができるまち

（１０）高齢者や障害者が暮らしやすいまち

（１１）地域の産業を興し、地域に活力を与え、働く喜びを持てるまち

（１２）男女共同参画社会が形成されたまち

（１３）多様な文化を持つ人々が、快適に安心して住めるまち
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≪流山市基本構想の概要≫

基本構想（平成12～31年度）の概要は以下のとおりです。なお、後期基本計画では、「まちづくり

のフレームと横断的課題」における将来人口を、社会経済動向を踏まえて下方修正しています。

なお、基本構想の背景や内容に影響がないことから、将来都市像や土地利用計画、実現に向けての“施

策の大綱”などの見直しは行いません。

まちづくりの経過と21世紀への展望

基本理念と将来都市像

まちづくりのフレームと横断的課題

施策の大綱と推進方策

前基本構想からの経過とその

評価

→前基本構想で掲げた施策

はおおむね達成

21世紀への展望

→少子高齢化
地方分権への対応
地球環境時代と持続可能な
まちづくり
多様性に富んだ生活と社会
情報化社会への対応

基本構想の視点

→必要な開発と適正な保全
まちづくりのプロセス共有
民間活力の活用
コスト感覚の醸成と投資の
効果的配分
状況の変化への的確な対応

まちづくりの基本理念

→価値あるまちづくり

「人間の価値」

「自然の価値」

「文化の価値」

将来都市像

→『豊かな自然や歴史・文化を

活かし、市民が真の豊かさを

実感できるまち「みんなでつ

くろう価値ある流山」』

社会・生活像

→健全なコミュニティの育成
生涯学習のニーズの高まり
男女共同参画社会づくり
バリアフリーのまちづくり
市民参加
国際化の進展

人口

→平成32年の将来人口を20

万人と想定

（人口推計の見直しにより、18

万 1千人に下方修正）

土地利用

→都市的利用と自然的利用の

量的なバランスを図りつつ、低

未利用地の有効利用を進め、秩

序ある土地利用を形成

施策展開にあたっての横断的

テーマと課題

→市民から見た時代潮流とそ

の課題を位置づけ

（25の横断的課題）

１節

整備・開発と自然環境のバラ

ンスがとれた流山

【都市基盤の整備】

→8本の施策

２節

生活の豊かさを実感できる

流山

【生活環境の整備】

→6本の施策

３節

学び、受け継がれ、進展する

流山

【教育・文化の充実向上】

→6本の施策

４節

誰もが充実した生涯をおく

ることのできる流山

【市民福祉の充実】

→7本の施策

５節

賑わいと活気に満ちた流山

【産業の振興】

→5本の施策

施策の推進方策

公・民パートナーシップによ

る構想実現と効率的、効果的

行財政運営【行政の充実】

→４本の施策
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４ 後期基本計画策定のプロセス

後期基本計画の策定にあたっては、多くの市民の声を反映させるため、市民意識調査やＮＰＯ※アン

ケート調査並びに意見交換会、中学生アンケート調査など効率的、効果的な市民参加の手法を取り入れ

ました。

これら市民意見と合わせて、本市がこれまで積極的に進めてきた行政評価※システムを活用した前期

基本計画の６政策（施策の大綱と推進方策）及び３６施策について評価・総括を行い、後期１０年間に

おける課題と課題解決のための基本方針の整理を行いました。

更に将来人口や財政状況に即した計画とするため、まちづくりの基本的なフレームとなる「人口の見

通し」について、社会経済情勢の変化に即した見直しを行ったほか、「財政の見通し」についても人口

見通しに即した推計により、財源の裏打ちのある計画としました。
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第２章 まちづくりの経過と課題

１ 前期基本計画の評価・総括

後期基本計画の10年間を展望する上で必要不可欠な前期基本計画の取り組み状況及び課題を行政評

価※システムと市民意識調査に基づき平成20年 11月に整理しました。

なお、最終的な前期基本計画の評価については、前期が平成２１年度に終了することから、平成22

年度に整理する予定です。

１ 整備・開発と自然環境のバランスがとれた流山（都市基盤の整備）

平成17年に念願のＴＸ※が開業し、ぐりーんバス※の運行とともに、市民からも交通利便性の向上が

評価されています。都市基盤整備への全般的な満足度は上昇していますが、ＴＸ※の乗り換えや下水道、

生活道路については、満足度に地域的偏りがあり、特に東部地域の基盤整備が必要です。

水道事業は、石綿管改良事業を推進し、ＴＸ※沿線のまちづくりに対応した施設整備や「おおたかの

森浄水場」の開設など、安全で安心な水の供給に努めています。

【重点施策】

ＴＸ※開業により交通関係の満足度は上昇しており、今後は、関連する沿線整備事業の早期完了とと

もに、グリーンチェーン戦略を展開して、開発により失われた緑を再生することが課題です。

２ 生活の豊かさを実感できる流山（生活環境の整備）

平成20年 7月実施の「流山市市民意識調査」によると、「ずっと（当分）住み続けたい」という定

住志向が約８割と高く、ごみ処理への満足度も上昇しています。今後は、環境基準※達成率を堅持し、

最終処分場を持たない市として、一層のごみ減量や資源化の推進が課題です。

防災備蓄倉庫や災害用井戸、消防車両の整備を進めるとともに、「安全だと感じる」市民の割合が半

数以下であるため、安全対策の強化が必要です。

消費相談は複雑多様化しており、消費生活センターの相談体制の充実、相談員の資質向上、関係機関

との連携強化などが課題です。

平成20年度で流山市民ふれあいセンター相馬ユートピアは初期の目的を達成したことや費用対効果

から閉鎖しました。

平成19年度には、コミュニティ※審議会からコミュニティ※施策あり方に関する答申を受け、これを

踏まえた住民による新たな仕組みづくりが課題です。

【重点施策】

リサイクルプラザや新ごみ焼却施設、地域融和施設、し尿処理施設を含めた汚泥再生処理センターを

建設し、ごみ減量化や資源化を推進した結果、自区内処理率を達成し、市民満足度も向上しています。

平成18年度に国民保護計画※、平成18～19年度に地域防災計画を見直しており、今後は施策目標達

成が課題です。平成 17年から安心メール※を導入し、自主防犯パトロール隊や市民安全パトロール隊

を創設していますが、市民の安全への要望は高く、継続して関係機関や自治会等との協働※を進める必

要があります。
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３ 学び、受け継がれ、進展する流山（教育・文化の充実向上）

施設整備の面では、学校施設の耐震化や改修を計画的に進めるとともに、生涯学習施設についても、

平成 17年に生涯学習センターを生涯学習の拠点として新設整備する他、既存の施設についても改修・

改善を実施しています。また、施設の運営等では指定管理者制度※を導入しています。

学校教育では、主に人的配置に取り組んでいるほか、地域住民によるパトロール隊を創設しています。

生涯学習施設は、利用時間の拡大や情報の適宜適切な提供、体育・スポーツ面での利用サービスの向

上に努めています。

国際交流は情報提供など側面支援により市民主体の活動が推進されています。

【重点施策】

学校施設整備と保護者との連携や体験学習の充実を進め、「教育ながれやま」「学校だより」「地域と

の懇談会」などにより教育情報を発信しています。地域に根ざした学校づくりを目指して、地域の活動

に参加することを進め、「真心」育成に成果が現れています。

４ 誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実）

私立保育園４園と送迎保育ステーション※２か所の開設などで、保育施設サービスへの満足度は増加

傾向ですが、保育所の待機児童数の目標値が未達成であるという課題が残っています。

また、すべての小学校に学童クラブの設置が実現しました。

平均寿命が県下１位となった背景には保健・福祉・医療の総合的推進があり、「生きがいを感じる高

齢者」の目標数値も超えています。

健康診査やがん検診受診数が伸び、夜間や休日診療が開始され、平成 19年度の健康都市宣言※とヘ

ルスアップ事業※の開始によって健康意識も高まっています。今後も「高齢者福祉」「保健衛生・医療充

実」など高い要望への対応が必要です。

【重点施策】

生きがいを感じる高齢者が増加し、保育所定員の増加による保育施設サービスへの満足度が上昇し、

また、市民の健康志向が高まっています。今後は、高齢者施策を推進するとともに、ＴＸ※沿線の人口

増加に対応した保育施策の充実が課題です。

５ 賑わいと活気に満ちた流山（産業の振興）

ＴＸ※開業により、おおたかの森駅前に大型商業施設や有力企業が進出して、商業核が形成されつつ

ある反面、後期基本計画策定のために実施した市民意識調査では、「身近な商店街の魅力」は過去最低

の評価となりました。

工業は、歴史ある企業の転出など厳しい環境ですが、流山インターチェンジ中心部に物流センターが

竣工しており、今後も、企業誘致を積極的に推進していくことが課題です。

平成18年度から指定管理者制度※を導入したコミュニティ※プラザは、一層の利用率と勤労者サービ

スの向上と老朽施設の整備が課題です。

農業は、市民農園や体験農園（新川耕地）による「ふれあい農業」への満足度が高い一方、所得向上

や遊休農地、地産地消※、認定農業者など課題も多く、平成 19年に策定された農業振興基本指針によ

る都市型農業の推進が必要です。

観光は、参加体験型イベントの開催などが必要です。
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【重点施策】

おおたかの森駅周辺に企業が誘致され、市内事業者の出店も促進しています。流山工業団地にも企業

の研究機関が誘致されており、今後も継続した企業誘致が課題です。

公・民パートナーシップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実）

「地方分権一括法※」施行を契機とした市民参加や協働※によるまちづくりへの要望の高まりに対応し

て、市民活動推進センターの設置、パブリックコメント※制度や指定管理者制度※の導入、タウンミーテ

ィング※や市ホームページの活用など、市民やＮＰＯ※の参加や協働※を推進しています。

流山市自治基本条例は、平成21年 3月に議会で可決され、市民自治、市民協働※を推進しています。

財政運営は、新行財政改革実行プラン※を実践中ですが、平成 19年度決算では財政構造の硬直化が

見られるようになっており、今後も一層の行財政改革と事務の効率化が必要です。

人件費については、定員適正化計画※の着実な実行により、人件費割合の抑制を図りました。

予算編成に関しては3社以上からの見積もりを取ることを徹底し、限られた財源の有効配分に努めま

した。

また、入札制度に関しては、建設工事部門で平成19年 6月から電子入札を導入したほか、一般競争

入札の範囲を130万円以上に拡大し経費削減を図りました。

男女共同参画プラン※は未達成部分が多く、特に、審議会における女性登用が行政の努力課題です。
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２ 前期基本計画・下期５か年計画重点プロジェクトの評価

前期基本計画では「パイロットプラン21※」が位置づけられ、横断的な課題をそれぞれの行政分野に

おいて関連する各種施策を有機的に連携させて、総合的な行政効果をあげることとしていました。前期

基本計画の下期5か年計画では、この“プラン”を「重点プロジェクト」に置き換え、その推進を図っ

てきました。ここでは「重点プロジェクト」の取り組み状況及び今後の対応を整理しました。

「重点プロジェクト」は、６つのテーマと29の構成施策からなり、29の構成施策のうち6施策が

「策定済（制定済、整備済）」、22施策が「実施中」であり、「未着手」は 1施策のみでした。完了し

ていない構成施策については「継続実施」することとし、「未着手」の構成施策は実施を検討すること

としています。

なお、最終的な下期5か年計画プロジェクトの評価については、前期基本計画の評価と同様に、前期

が平成２１年度に終了することから、平成22年度に整理する予定です。

（１）緑と水辺が親しめるまちづくり

緑の基本計画は策定済み、景観条例の制定も完了しており、それぞれ事業展開中です。

公園緑地の整備や道路や河川の緑化、民有地の緑地保全、保存樹林・樹木※の保存、緑豊かな住環境

の整備、江戸川・利根運河等の水辺・周辺環境整備は、事業を実施中であり、今後とも継続して実施し

ていきます。

（２）子どもの未来を育むまちづくり

駅前保育※サービス施設の整備については、既に整備を完了しており、事業を実施しています。

学童保育※の充実や公立教育機関の内容の充実、特色ある教育の推進については、実施中であり、今

後とも継続して実施していきます。

なお、民間の教育機関の誘致については、現段階では未着手であり、引き続き検討していきます。

（３）安心安全のまちづくり

震災対策の推進や小中学校の耐震改修整備、防犯パトロール活動の支援、防犯対策の充実については、

いずれも実施中であり、継続して実施していきます。

（４）健康・いきいきまちづくり

健康増進や体力づくりの推進や高齢者や障害者支援、健康問題に対する啓発活動、地産地消※の推進

については、実施中であり、継続して実施していきます。

（５）活力のあるまちづくり

新川耕地有効活用については、一部整備済であり事業展開中となっています。

ＴＸ※沿線土地区画整理事業の推進や流山おおたかの森駅周辺中心核の形成、流山セントラルパーク

駅周辺地域生活拠点の形成については、実施中であり継続実施していきます。

（６）市民が主役のまちづくり

流山市自治基本条例の制定については、制定済であり事業を展開中です。
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市民と協働※のまちづくり推進や情報提供網の整備、市民参加機会の充実については、実施中であり

継続実施していきます。
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３ 時代潮流（３つのパラダイム※）

流山市の今後 10年のまちづくりを考えるにあたり、踏まえるべき重要なパラダイム※（課題）とし

て、「長寿・人口減少社会の到来」、「地方分権の進展」、「深刻化する地球温暖化」の３つがあげられま

す。

前期基本計画策定時にも重要とされた課題ですが、さらに深化したものと捉え直します。

なお、上記以外で基本構想に提示した「多様性に富んだ生活と社会」については、流山市自治基本条

例の１つの柱でもある市民協働※の実現に向けて、「情報化社会への対応」については、ＩＣＴ※社会の

実現に向けて、それぞれ積極的に取り組みが行われています。

①長寿・人口減少社会の到来

団塊の世代が高齢者の仲間入りをすることによる急激な高齢化の進行、歯止めのない全国的な人口減

少社会の到来、改善しない出生率等の問題がより深刻化しています。

他都市と比べて長寿を誇る流山市では、高齢者も安心していきいきと暮らせる長寿社会づくりの更な

る充実が、今後の重要な課題です。

人口減少社会に対応して、継続して子育てを強力に支援し、将来の流山を支える世代を健全に育成し

ます。

また、少子高齢化など地域社会の様々な変化に柔軟に対応できるまちづくりやコミュニティ※の形成、

更には、保健・医療・福祉体制の連携強化による新しい地域の安心ネットワークの構築が求められてい

ます。

②地方分権の進展

地方分権改革は、平成12年の地方分権一括法※の施行とその具体化により、三位一体改革※等を経て、

その第１期が終了し、現在、第2期の地方分権改革が始まったところです。

回復の兆しが現れた矢先の世界的な金融危機により、再び深刻化している経済情勢下、地方分権の確

立へ向けて、自治体の“経営力”が試される重要な時期に直面しています。

行財政改革の推進と事務事業の見直し、地元産業の振興による一般財源の確保などによって、健全財

政を保ちながら、流山市自治基本条例の活用など市民との協働※を進めて、地域の実情に合った行政サ

ービスを提供し続けていくことが求められています。

③深刻化する地球温暖化

地球温暖化は、洪水や干ばつの頻発などの異常気象をもたらすのみならず、生態系の変化、伝染病の

拡大、水・食料不足など、人の健康や社会経済のあらゆる分野に深刻な影響を与えると予測されます。

この温暖化を抑制するため、低炭素社会※を目指して、国際協力の下、様々な取り組みが行われていま

すが、未だに温室効果ガス※排出量の増加にストップがかからない状況です。

市民がこうした環境問題に関心を寄せ、自らの問題として捉え、太陽光発電などの自然エネルギー・

省エネルギー設備の設置、ノーマイカー運動への協力と公共交通機関の利用、身近な緑の保全・再生な

どを進めることが重要です。また、日常生活において環境家計簿※をつけて節水節電に心掛けたり、マ

イバッグの持参などにより、ごみの減量・資源化に協力したりするなど、一人一人のエコ活動が、地球

を救う一番有効な手立てであることを認識して、地域ぐるみの環境対策に積極的に参加することが求め
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られています。

流山市では、特に一般家庭からの温室効果ガス※の排出量が多い（※）ことから、市としてもその削

減のための取り組みを促進することが求められています。

※一般家庭からの温室効果ガス※の排出量が多い：民生（家庭・業務）部門の温室効果ガス※排出

量は、全体量の約４４％を占めている。（「流山市環境白書※平成２０年版」平成１８年度実績

より）
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後期基本計画（平成22～31年度）

第３章 将来都市像の具体化

基本構想で定めた将来都市像 『豊かな自然や歴史・文化を活かし、市民が真の豊かさを実感できるま

ち「みんなでつくろう価値ある流山」』 の実現に向けて、後期基本計画では、具体的な都市のイメージを

『 都心から一番近い森のまち 流山 』

とします。これは、

歴史や文化を大切にするとともに、ＴＸ※開通により都心と 30分で結ばれた効果を最大限に活かす

まち、

一方では、残された緑を守り、グリーンチェーン戦略※やガーデニング、生垣づくり、緑のカーテン※

づくりなどによって緑豊かなまちを目指し、人にも自然にも優しいまち、

都心から一番近い便利で心やすらぐ森のまち・流山を表したものです。

≪流山市自治基本条例・前文より≫

わたしたちのまち流山市は、江戸川、利根運河などの豊かな水辺、下総台地に広がる豊かな森に包ま

れたまちです。

わたしたちは、先人たちが永々と築いてきた水と緑と文化を大切にするとともに、市民同士のつなが

りを大事にする地域社会を築き、皆が「ここに住んでよかった」と思えるまちを目指しています。

※「街」と「まち」について

「街」は、比較的ハード面を意識した場合に使用し、「まち」はソフト面を含めてあらゆるものを対

象とする場合に使用することとします。

基本構想（平成12～31年度）

前期基本計画（平成12～21年度）

豊かな自然や歴史・文化を活かし、市民が真の豊かさを実感できるまち「みんなでつくろう価値ある流山」

都心から一番近い森のまち 流山
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第４章 重点施策

基本構想に定める６つの政策（施策の大綱と推進方策）を構成する36本の施策のうち、後期基本計

画期間中に特に重点的に取り組む施策として、13本の施策を重点施策に位置づけます。重点施策の選

定は、下図に示す流れで作業を行っており、選定方法としては、前期基本計画における重点施策として

の位置づけの有無や市民の意見、市長マニフェストでの位置づけ等を踏まえています。

なお、重点施策については、選択と集中の観点から、予算配分等において重点化を図ります。

■重点施策選定の流れ

後期基本計画
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表 施策の体系と重点施策

政 策 施 策 重点施策

１節

整備・開発と自然環境のバ

ランスがとれた流山

（都市基盤の整備）

1-1 生態系に配慮した公園・緑地・水辺等空間の整備・管理 ○

1-2 地域特性に合った良好な市街地整備 ○

1-3 個性ある公共空間・歴史環境の形成と保全

1-4 快適な生活環境を目指した下水道整備の推進

1-5 土地利用・生活環境に配慮した道路整備 ○

1-6 安全性と快適性を兼ね備えた河川・排水路整備

1-7 水需要に応じた水道事業の展開

1-8 利便性と快適性を重視した公共交通機関の整備充実 ○

２節

生活の豊かさを実感できる

流山

（生活環境の整備）

2-1 豊かで美しい生活環境の創造

2-2 環境共生社会を目指す廃棄物循環型都市づくり

2-3 自然災害・都市災害への備えと予防 ○

2-4 日常生活での安全性と快適性の確保 ○

2-5 賢い消費者の育成

2-6 市民の主体的連帯活動に支えられたコミュニティ※の推進

３節

学び、受け継がれ、進展す

る流山

（教育・文化の充実向上）

3-1 いつでも、どこでも、誰もができる生涯学習の推進

3-2 個性を生かす教育環境の基盤充実 ○

3-3 次代を担う青少年を育てる地域環境づくり

3-4 ながれやま市民文化の継承と醸成

3-5 スポーツ活動の基盤づくり ○

3-6 国際社会への対応

４節

誰もが充実した生涯をおく

ることのできる流山

（市民福祉の充実）

4-1 安心して子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり ○

4-2 高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり ○

4-3 誰もが安心して暮らすことのできる生活支援づくり

4-4 健康で明るい暮らしづくり ○

4-5 地域で支える福祉のまちづくり

4-6 バリアフリー※のまちづくり

4-7 誰もが安心して利用できる社会サービス体制づくり

５節

賑わいと活気に満ちた流山

（産業の振興）

5-1 商業の拠点づくりと地域密着型サービスの強化 ○

5-2 工業の強化と新たな産業の創造 ○

5-3 誰でもが安心して働ける環境・基盤づくり

5-4 多様な方面からの農業の振興

5-5 特色ある観光の育成と創設

施策の推進方策

公・民パートナーシップに

よる構想実現と効率的、効

果的行財政運営

（行政の充実）

6-1 市民参加の地域社会づくり

6-2 健全で効率的な行財政運営

6-3 地方分権・広域行政への取組

6-4 男女共同参画社会づくり
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第５章 まちづくりの基本方針

後期基本計画が目指す“都心から一番近い森のまち 流山”の実現を図るため、“まちづくりの基本

方針”を、市民自治、市民協働※のもとに推進される施策群として位置づけます。

これらは、時代潮流（３つのパラダイム※）を再認識するとともに、前期基本計画・下期５か年計画

での重点プロジェクトを評価・総括した結果を踏まえて、５つの「まちづくりの基本方針」として再構

築したものです。

また、この方針は、すべての施策を推進する際の判断基準となるものであり、それぞれの施策への深

化を図り、36本の施策を有機的に連携しながら効果的なまちづくりを進めます。

≪まちづくりの基本方針≫

≪時代潮流（３つのパラダイム※）≫

①長寿・人口減少社会の到来

②地方分権の進展

③深刻化する地球温暖化

■地球環境にやさしい

まちづくり

■子育てにやさしい

まちづくり
■健康・長寿社会の

まちづくり

■安心安全の

まちづくり

■良質で元気な

まちづくり 都心から一番近い森のまち

流 山

市民自治、市民協働※のもとに推進
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≪まちづくりの基本方針≫

■良質で元気なまちづくり

緑の多い住環境と上質な暮らしの実現によって、誰もが住んでみたい、住んでよかった、住み続けた

いと思う、効率的な健全運営に支えられた活力あるまちづくりを目指します。

＊良好な景観の形成、緑化の推進、地域産業の活性化、都市計画の推進、都市基盤の整備など

■地球環境にやさしいまちづくり

二酸化炭素（ＣＯ2）等の温室効果ガス※の排出量を削減するため、行政や企業、個人が、それぞれの

役割に応じた取り組みを進めることにより、かけがえのない環境を次世代に引き継ぎます。

＊地球温暖化対策奨励事業の実施、緑化の推進、環境教育の推進、自転車利用・ノーマイカーの推

進、公共交通機関の充実と利用促進、エコアクション２１※の推進など

■安心安全のまちづくり

大地震の発生が予測される中、市民の生命と財産を守る施策を一層進めるとともに、警察や自治会等

との連携を強化して、防犯パトロールなどの防犯対策を充実します。

＊防犯対策の強化、自然災害対策の充実、公共施設耐震化の推進、住宅の耐震化の促進、

予防医療や救急医療体制の充実、新型インフルエンザ※等の感染症対策の強化、交通安全対策の強化など

■子育てにやさしいまちづくり

子育て支援を充実するとともに、すべての子育て世代が子どもを健やかに育てられる環境をつくり、

安心して子育てできるまちづくりを進めます。

＊教育施設の充実、保育サービスの充実、学童保育※の充実、子どもや妊婦の保健・医療の充実、

子育てニーズの把握、子育て情報や相談の充実、地域ぐるみの子育ての推進など

■健康・長寿社会のまちづくり

一人ひとりが健康への意識を高めるとともに、誰もが住みなれた地域で自立して生活できるよう、長

寿社会や人口減少など、変貌する社会状況を的確に把握し、地域生活への支援施策を充実します。

＊健康増進施策の推進、スポーツや文化施設の充実、市民がいきいきと活動できる場づくりの推進、

保健指導の充実、バリアフリー※意識の啓発、自立生活への支援の充実、コミュニティ※の推進、

高齢者や障害者の移動支援の充実、生きがいづくりの推進、生活相談の充実など

≪リーディング事業≫

まちづくりの基本方針を具体化するリーディング事業については、各実施計画に位置づけ、合わせて

その進捗状況等を管理します。事業選定にあたっては、複数のまちづくりの基本方針の実現に寄与する

ものとし、概ね10本程度の事業数とします。

なお、選定したリーディング事業は、各年度の予算編成作業における事務事業選択の際に、後期基本

計画の実施計画期間ごとに、まちづくりの基本方針を推進するための先導的な役割を担う最優先事業と

位置づけます。

想定される事業としては、「ぐりーんバス※運行」、「グリーンチェーン戦略※」、「駅前保育※」、「体験

農園」などが考えられます。
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第６章 まちづくりの基本的なフレーム

１ 人口の見通し

平成 31年度末（平成 32年 4月 1日）の人口の見通しは、約 18万 1千人を見込みます。なお、

基本構想で位置づけている想定人口 20万人は、ＴＸ※沿線開発等による効果を精査するとともに、平

成20年秋に顕在化した世界金融危機による景気後退等を踏まえ、下方修正するものです。

単位：人、％

各年4月1日現在

※総人口については、推計値の 100の位を四捨五入し 1,000 人単位で表示した公表値を表示してあ

ります。年齢別の内訳人口については、総人口に合わせて100人単位で調整して表示してあります。

このため、推計値の単純な四捨五入となっていない場合があります。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

総人口 160,119 162,000 164,000 166,000 168,000 170,000 172,000 174,000 176,000 178,000 179,000 181,000

0～1４歳 21,640 21,800 22,000 22,200 22,400 22,500 22,700 22,700 22,700 22,700 22,400 22,400

構成比 13.5 13.4 13.4 13.4 13.3 13.2 13.2 13.0 12.9 12.8 12.5 12.4

1５～64歳 106,850 107,100 107,900 107,800 107,400 107,100 107,200 107,600 108,200 109,000 109,600 110,600

構成比 66.7 66.1 65.7 64.9 63.9 63.1 62.3 61.8 61.4 61.2 61.2 61.1

65歳以上 31,629 33,200 34,200 36,000 38,200 40,300 42,200 43,700 45,100 46,300 47,000 48,000

構成比 19.8 20.5 20.9 21.7 22.8 23.7 24.5 25.1 25.6 26.0 26.3 26.5

154,335
157,731

162,000
166,000

170,000
174,000

178,000

152,295

181,000
179,000

176,000
172,000

168,000
164,000

160,119155,779152,449

100,000

150,000

200,000

平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年 平成30年 平成32年

（人）
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２ 財政の見通し

10年間の財政の見通しは、一般会計で歳入・歳出ともに約3,８１０億円を見込みます。将来前提と

なる社会経済状況等が大きく変化し、計画内容とかい離が生じた場合にはこれを見直します。

※財政の見通しについては、平成21年 7月現在での推計値です。平成21年度の税収の徴収実績等

を勘案して、今後調整する可能性があります。

一般会計【歳入】の見通し 単位：百万円、％

※表頭の「上期」「中期」「下期」は、実施計画の上期3か年、中期3か年、下期4か年を現したもの

です。

区分

上期

（平成22～24年度)

中期

（平成25～27年度)

下期

（平成28～31年度)
後期合計

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

自

主

財

源

※

市税 69,430 59.77% 71,290 62.48% 99,114 65.76% 239,834 62.95%

分担金及び負担金 1,527 1.31% 1,630 1.43% 2,354 1.56% 5,511 1.45%

使用料及び手数料 2,026 1.74% 2,018 1.77% 2,651 1.76% 6,695 1.76%

財産収入 158 0.14% 156 0.14% 208 0.14% 522 0.14%

寄附金 218 0.19% 16 0.01% 24 0.02% 258 0.07%

繰入金 4,325 3.72% 698 0.61% 413 0.27% 5,436 1.43%

繰越金 1,800 1.55% 1,800 1.58% 2,400 1.59% 6,000 1.57%

諸収入 1,655 1.42% 1,584 1.39% 2,271 1.51% 5,510 1.45%

小計 81,139 69.85% 79,192 69.41% 109,435 72.61% 269,766 70.81%

依

存

財

源

※

地方譲与税 1,200 1.03% 1,200 1.05% 1,600 1.06% 4,000 1.05%

利子割交付金 300 0.26% 300 0.26% 400 0.27% 1,000 0.26%

配当割交付金 150 0.13% 150 0.13% 200 0.13% 500 0.13%

株式等譲渡所得割交付金 60 0.05% 60 0.05% 80 0.05% 200 0.05%

地方消費税交付金 3,150 2.71% 3,150 2.76% 4,200 2.79% 10,500 2.76%

自動車取得税交付金 660 0.57% 660 0.58% 880 0.58% 2,200 0.58%

地方特例交付金 480 0.41% 480 0.42% 540 0.36% 1,500 0.39%

地方交付税 2,300 1.98% 1,600 1.40% 1,400 0.93% 5,300 1.39%

交通安全対策特別交付金 61 0.05% 60 0.05% 80 0.05% 201 0.05%

国庫支出金 10,095 8.69% 11,473 10.06% 13,806 9.16% 35,374 9.29%

県支出金 5,661 4.87% 5,448 4.77% 7,419 4.92% 18,528 4.86%

市債 10,901 9.38% 10,322 9.05% 10,674 7.08% 31,897 8.37%

小計 35,018 30.15% 34,903 30.59% 41,279 27.39% 111,200 29.19%

歳入合計 116,157 100.00% 114,095 100.00% 150,714 100.00% 380,966 100.00%

後期基本計画（平成22～31年度）

上 期

（平成22～24年度）

中 期

（平成25～27年度）

下 期

（平成28～31年度）
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一般会計【歳出】の見通し 単位：百万円、％

区分

上期

（平成22～24年度)

中期

（平成25～27年度)

下期

（平成28～31年度)
後期合計

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

消

費

的

経

費

人件費 26,099 22.47% 24,033 21.06% 28,430 18.86% 78,562 20.62%

物件費 21,013 18.09% 21,159 18.54% 28,776 19.09% 70,948 18.62%

維持補修費 2,841 2.45% 2,291 2.01% 2,538 1.68% 7,670 2.01%

扶助費※ 16,930 14.58% 17,458 15.30% 23,979 15.91% 58,367 15.32%

補助費等 8,100 6.97% 8,379 7.34% 11,951 7.93% 28,430 7.46%

小計 74,983 64.55% 73,320 64.26% 95,674 63.48% 243,977 64.04%

普通建設事業費 15,705 13.52% 14,955 13.11% 16,922 11.23% 47,582 12.49%

そ

の

他

公債費※ 11,499 9.90% 12,075 10.58% 15,334 10.17% 38,908 10.21%

積立金 901 0.78% 634 0.56% 5,485 3.64% 7,020 1.84%

投資・出資・貸付金 252 0.22% 252 0.22% 337 0.22% 841 0.22%

繰出金 12,517 10.78% 12,560 11.01% 16,561 10.99% 41,638 10.93%

予備費 300 0.26% 300 0.26% 400 0.27% 1,000 0.26%

小計 25,469 21.93% 25,821 22.63% 38,117 25.29% 89,407 23.47%

歳出合計 116,157 100.00% 114,096 100.00% 150,713 100.00% 380,966 100.00%
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各会計（特別会計・企業会計）別の見通し 単位：百万円、％

区分 上期

（平成22～24年度)

中期

（平成25～27年度)

下期

（平成28～31年度)
後期合計

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

一般会計 116,157 51.35% 114,096 49.26% 150,713 47.54% 380,966 49.16%

（うち各特別会計繰出金） 12,517 5.53% 12,560 5.42% 16,561 5.22% 41,638 5.37%

特

別

会

計

介護保険特別会計 21,895 9.68% 24,625 10.63% 36,915 11.64% 83,435 10.77%

（うち一般会計繰入金） 3,462 1.53% 3,876 1.67% 5,765 1.82% 13,103 1.69%

老人保健医療特別会計 38 0.02% 0.00% 0.00% 38 0.00%

（うち一般会計繰入金） 38 0.02% 0.00% 0.00% 38 0.00%

後期高齢者医療特別会計 4,178 1.85% 4,928 2.13% 8,184 2.58% 17,290 2.23%

（うち一般会計繰入金） 742 0.33% 835 0.36% 1,309 0.41% 2,886 0.37%

国民健康保険特別会計 44,635 19.73% 50,598 21.84% 79,835 25.18% 175,068 22.59%

（うち一般会計繰入金） 2,485 1.10% 2,755 1.19% 4,145 1.31% 9,385 1.21%

西平井・鰭ヶ崎土地区画整理

事業特別会計
4,977 2.20% 4,878 2.11% 2,120 0.67% 11,975 1.55%

（うち一般会計繰入金） 1,425 0.63% 661 0.29% 236 0.07% 2,322 0.30%

公共下水道特別会計 18,350 8.11% 17,146 7.40% 20,388 6.43% 55,884 7.21%

（うち一般会計繰入金） 4,365 1.93% 4,433 1.91% 5,106 1.61% 13,904 1.79%

特別会計合計 94,073 41.58% 102,175 44.11% 147,442 46.51% 343,690 44.35%

（うち一般会計繰入金） 12,517 5.53% 12,560 5.42% 16,561 5.22% 41,638 5.37%

水道事業会計 15,995 7.07% 15,366 6.63% 18,889 5.96% 50,250 6.48%

一般会計・特別会計・企業会計合計 226,225 100.00% 231,637 100.00% 317,044 100.00% 774,906 100.00%
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第７章 事務事業選択

少子高齢化の進展により、今後は右肩上がりの経済状況が見込めない中、後期基本計画の策定にあた

っては、第６章で検討した「財政の見通し」に基づく選択と集中により、策定を進めました。

具体的には、各部局からの概算要望事業について、財政的視点、行政評価※の視点、政策的視点、実

現性の視点の４視点で定量的に評価し、事業の取捨選択を行いました。取捨選択にあたっては、企画財

政部門による事業調整の後、第４章で検討した13本の「重点施策」に重点財源配分した枠配当に基づ

き、各施策主管課長が中心となった優先度評価会議により調整を行うという手法を採用しました。

その結果、およそ８７０件の事務事業が後期基本計画に位置づけられました。

後期基本計画の実施においては、別途策定する実施予定年度を明記した実施計画に基づき、各年度の

予算を編成し、事業を実施していきます。また、行政評価※システムや市民満足度調査を活用して施策

や事業の貢献度を評価し、その結果を実施計画や予算に反映していく仕組みを構築して、市民満足度の

向上に努めます。

要望事務事業

後期基本計画

財政的視点

行政評価の視点

政策的視点

実現性の視点

財政の見通し

重点施策

優先度評価会議

実施計画

予算編成

見直し

後期基本計画の

策定プロセス

後期基本計画の

実施プロセス

事業実施

行政評価※・満足度調査


